
 

 

岡山市広報連絡資料＜市長記者会見資料＞ 
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令和７年度２月補正予算（案）について発表します。 

 

内 容 

  詳細は別紙にてご確認ください。 

 

 

 

  

 

 

 

 

令和７年度２月補正予算（案）について 

お知らせします 

【問い合わせ先】                  
岡山市 財政課 粕山・橋本  直通086-803-1146 内線4410・4415 
 



・学校給食費について、保護者の負担を軽減するための支援を実施します。

・児童扶養手当受給者に一世帯当たり１万７千円の生活支援金を支給します。

・児童福祉施設等が安定的な事業運営を継続するために物品購入等に係る経費を支援します。

・町内会等による防犯カメラ・防犯灯の設置費や電気代等に対する補助を実施します。

 や鉄道からの乗継の場合にバス運賃の50％割引を実施します。

・令和８年３月から令和９年３月まで、住民票等のコンビニ交付手数料を減免します。

・国土強靱化等に資する道路ネットワークの改良・整備を実施します。

・熱中症予防や避難所生活環境の向上のため中学校体育館に空調を整備します。

・令和７年度から運行を開始した支線バスの利用促進と定着を図るため、お試し乗車券の配布

・安全・安心な教育環境の整備のため、学校施設について長寿命化工事を実施します。

特別会計 △4億5百万円 1,952億80百万円 99.6%

予算総額 74億14百万円 7,050億77百万円 103.0%

令和７年度2月補正予算（案）について

１　補正予算（案）の概要

  （補正額）   （補正後予算額） （対前年同期比）

 本補正予算（案）は、国の交付金等を活用し、物価高騰の影響を受けている市民や事業者の支援を
実施するために必要な経費、国土強靱化の推進に係る道路整備、学校施設等の長寿命化などの経費、
また、予算の執行状況等を踏まえた予算額の過不足調整等について編成しています。

事業会計 △13億63百万円 782億19百万円 103.4%

一般会計 91億82百万円 4,315億78百万円 104.6%

《主な事業》
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２　予算額

(１)  予算総額 （単位：千円）

補 正 前 の 額 補 正 額 補 正 後 の 額 前 年 度 同 期 伸 び 率

422,396,302 9,182,192 431,578,494 412,446,151 104.6%

195,685,130 △ 405,651 195,279,479 196,126,711 99.6%

79,581,223 △ 1,362,688 78,218,535 75,659,644 103.4%

697,662,655 7,413,853 705,076,508 684,232,506 103.0%

(２)  一般会計

　ア　歳　入 （単位：千円）

補 正 前 の 額 補 正 額 補 正 後 の 額 構 成 比

140,001,610 140,001,610 32.4%

2,696,000 2,696,000 0.6%

65,000 65,000 0.0%

902,000 902,000 0.2%

1,417,000 1,417,000 0.3%

148,000 148,000 0.0%

2,094,000 2,094,000 0.5%

18,980,000 18,980,000 4.4%

100,000 100,000 0.0%

457,000 457,000 0.1%

6,000,000 6,000,000 1.4%

57,000 57,000 0.0%

1,135,000 1,135,000 0.3%

52,700,000 5,737,197 58,437,197 13.5%

190,000 190,000 0.1%

2,007,493 △ 41,572 1,965,921 0.5%

6,733,133 △ 419,045 6,314,088 1.5%

90,553,294 3,822,557 94,375,851 21.9%

21,861,923 △ 237,079 21,624,844 5.0%

4,076,975 1,361,196 5,438,171 1.3%

1,237,180 2,394 1,239,574 0.3%

12,270,570 460,135 12,730,705 2.9%

3,277,071 3,593,463 6,870,534 1.6%

4,759,353 △ 23,854 4,735,499 1.1%

48,676,700 △ 5,073,200 43,603,500 10.1%

422,396,302 9,182,192 431,578,494 100.0%

法人事業税交付金

諸収入

市債

合 計

会 計 別

一 般 会 計

特 別 会 計

事 業 会 計

合 計

財産収入

寄附金

交通安全対策特別交付金

繰入金

繰越金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

款

市税

地方譲与税

利子割交付金

環境性能割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

ゴルフ場利用税交付金

国有提供施設等所在市町村助成交付金

地方特例交付金

地方交付税

軽油引取税交付金

地方消費税交付金

分離課税所得割交付金
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　イ　歳　出 　　　（単位：千円）

補 正 前 の 額 補 正 額 補 正 後 の 額 構 成 比

1,232,613 △ 31,984 1,200,629 0.3%

51,145,295 3,748,530 54,893,825 12.7%

172,805,638 98,958 172,904,596 40.1%

31,612,161 △ 1,034,431 30,577,730 7.1%

274,241 △ 48,000 226,241 0.1%

7,024,468 △ 369,586 6,654,882 1.5%

3,902,882 △ 379,507 3,523,375 0.8%

48,605,734 1,428,748 50,034,482 11.6%

12,336,460 △ 75,882 12,260,578 2.8%

60,957,797 2,936,913 63,894,710 14.8%

24,500 24,500 0.0%

32,274,513 2,908,433 35,182,946 8.1%

200,000 200,000 0.1%

422,396,302 9,182,192 431,578,494 100.0%

（単位：千円）

補 正 前 の 額 補 正 額 補 正 後 の 額

64,578,393 241,382 64,819,775

43,440 △ 1,000 42,440

14,400 933 15,333

143,671 25,281 168,952

10,443 810 11,253

12,248 4,134 16,382

267,833 267,833

72,008,567 476,027 72,484,594

13,075,421 20,188 13,095,609

公債費 43,580,778 △ 1,085,121 42,495,657

1,949,936 △ 88,285 1,861,651

195,685,130 △ 405,651 195,279,479

款

議会費

総務費

民生費

衛生費

合 計

農林水産業費

予備費

教育費

(３) 特別会計

労働費

商工費

土木費

消防費

公債費

災害復旧費

会 計 別

財産区費

岡山市立総合医療センター病院事業債

学童校外事故共済事業費

災害遺児教育年金事業費

公共用地取得事業費

国民健康保険費

合 計

母子父子寡婦福祉資金貸付事業費

介護保険費

後期高齢者医療費

用品調達費
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(４) 事業会計 （単位：千円）

(５)  基金の状況 （単位：百万円）

1月補正まで 2月補正 1月補正まで 2月補正

21,893 7,046 112 6,000 23,051

1,673 88 60 1,821

15,795 35 2,079 2,000 15,909

39,361 7,169 2,251 8,000 40,781

（注）市債調整基金は、 臨時財政対策債償還基金費及び満期一括償還地方債に係る額を除く。

(６)  地方債残高の状況 （単位：百万円）

（注） 1.満期一括償還地方債の償還財源に充てるため市債調整基金に積み立てた額を含み、基金から繰入れて

　　　 2.満期一括償還地方債の償還財源に充てるため市債調整基金に積み立てた額を含み、基金から繰入れて      満期一括償還した額は除く。

        2.7年度末残高見込には翌年度への繰越分を含む。

27,919,006

373,000

1,163,857

49,918,201

425,708

△ 25,886

△ 93,195

△ 1,669,315

会 計 別

病院事業会計

補 正 額 補 正 後 の 額

207,159

補 正 前 の 額

207,159

市場事業会計

水道事業会計

工業用水道事業会計

48,248,886下水道事業会計

合　　　　　　計 78,218,53579,581,223 △ 1,362,688

28,344,714

347,114

1,070,662

６ 年 度 末
現 在 高

７ 年 度 中 見 込
７ 年 度 2 月
補 正 後

現在高見込
積 立 金 取 崩 額

財 政 調 整 基 金

市 債 調 整 基 金

公共施設等整備基金

合　　　計

区 分

1 月 補 正
ま で

2月補正
元 金 償 還

合 計
前年度から
の 繰 越 分

1 月 補 正
ま で

2月補正 借入 合計

329,282 29,629 3,192 32,821 10,132 48,677 △5,073 53,736 350,197 

12,844 1,099 △18 1,081 785 △65 720 12,483 

218,511 17,559 △43 17,516 4,448 17,843 △54 22,237 223,232 

560,637 48,287 3,131 51,418 14,580 67,305 △5,192 76,693 585,912 

338,940 30,535 3,173 33,708 10,132 49,462 △5,139 54,455 359,687 

6年度末
残 高

7 年 度 中 見 込

7 年 度 末
残高見込

元 金 償 還 金 借 入 額
区 分

一般会計

特別会計

事 業 会 計

合計

（再掲）普通会計
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３　主な事業

金額欄の（　　）は一般財源充当額、単位：千円

区 分 事 業 名 金 額

総務費 (9,335)

13,000 

[重点支援地方交付金充当事業］

【担当課：区政推進課、税制課】

(103,292)

281,100 

[重点支援地方交付金充当事業］

【担当課：生活安全課】

(15,651)

34,070 

[重点支援地方交付金充当事業］

【担当課：市民協働企画総務課】

民生費 (134)

・ 新設　グループホーム住倉

・ 改築　あおば

補助率　国1/2

［防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債充当事業］

【担当課：障害福祉課】

(3,184)

6,930 

[重点支援地方交付金充当事業］

【担当課：高齢者福祉課】

(8,736)

28,317 

負担率・補助率　国1/2・1/3、県1/3・1/4

【担当課：保育・幼児教育課ほか】

(47,776)

104,000 

[重点支援地方交付金充当事業］

【担当課：こども福祉課】

衛生費 (142)

310 

[重点支援地方交付金充当事業］

【担当課：保健管理課】

地域防犯対策強化
事業

町内会等による防犯カメラ・防犯灯の設置費及び電気代等
への支援や、高齢者がいる世帯の特殊詐欺等被害対策電話
機の購入を支援

一般公衆浴場燃油
費高騰対策事業

一般公衆浴場業者に対し燃油費の高騰分を支援

低所得ひとり親世帯
生活支援金

児童扶養手当受給者に一世帯当たり１万７千円の生活支援
金を支給

給食サービス促進
事業

高齢者等へ給食サービスを行う事業者に対し食材費の高騰
分を支援

児童福祉施設等事
業継続支援事業

児童福祉施設等の事業者に対し、安定的な事業運営を継続
するための物品の購入等に係る経費を支援

心身障害者福祉施
設整備助成事業

心身障害者福祉施設の老朽化対策などの施設整備のため
の助成303,400 

説 明

コンビニ交付手数
料の減免

令和８年３月から令和９年３月まで、住民票等のコンビニ交付
手数料を減免
・住民票、戸籍（附票）、印鑑証明、所得証明　200円→10円
・戸籍謄本　350円→10円

地域活動支援事業 地域活動の負担軽減を目的とした物品や、地域行事の実施
に必要な物品の購入等を支援
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金額欄の（　　）は一般財源充当額、単位：千円

区 分 事 業 名 金 額

労働費 (5,500)

22,000 

補助率　国3/4

【担当課：創業支援・雇用推進課】

(0)

78,132 

補助率　県10/10

【担当課：農林水産課】

土木費 (8,636)

18,800 

[重点支援地方交付金充当事業］

【担当課：交通政策課】

(7,350)

16,000 

[重点支援地方交付金充当事業］

【担当課：交通政策課】

(90)

18,200 

補助率　国5.5/10

【担当課：交通政策課】

(1,200)

2,400 

補助率　国1/2

【担当課：交通政策課】

国直轄事業負担金 (132)

442,332 （補正後　2,218,094）

【担当課：道路計画課】

(41)

544,978 （補正後　5,041,450）

道路改良事業

・ 佐伯長船線、岡山赤穂線

長寿命化事業

・ 橋りょう、横断歩道橋補修

補助率　国5.5/10

【担当課：道路計画課、道路港湾管理課】

地域公共交通応援
事業（タクシー配車
アプリ導入支援、運
転手確保支援）

タクシーの配車アプリを導入するための経費や、バス・タク
シー会社従業員が二種免許を取得する際に要する費用の補
助を実施

自転車通行空間整
備事業

国補道路新設改良
事業

国の補助採択を受けた道路改良事業などを実施

［防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債充当事業］

地域公共交通応援
事業（支線バス利用
促進）

令和７年度から運行を開始した支線バスの利用促進と定着を
図るため、お試し乗車券の配布や鉄道からの乗継の場合に
バス運賃の50％割引を実施

国の事業計画決定に基づく補正

［防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債充当事業］

「岡山市自転車活用推進計画」に基づく自転車通行空間ネッ
トワークの整備を実施

市営城下地下駐車
場止水板整備事業

近年の自然災害の発生状況を踏まえ、市営城下地下駐車場
に止水板を配備

農林水産
業費

持続的経営体支援
事業

地域の中核となる農業の担い手が経営改善に取り組む場合
に必要な農業用機械・施設の導入を支援

就職・転職サポート
事業

リ・スキリングなど、就職氷河期世代等の就職活動を支援

説 明
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金額欄の（　　）は一般財源充当額、単位：千円

区 分 事 業 名 金 額

(80)

443,160 

（補正後　2,506,678）

・

・

補助率　国5.5/10・5/10

【担当課：道路計画課】

(0)

43,000 

【担当課：交通政策課】

(0)

338,000 

補助率　国5/10

【担当課：交通政策課】

(293,227)

1,528,453 

補助率　国5/10

【担当課：交通政策課】

(8,900)

200,000 

補助率　国5/10

【担当課：庭園都市計画課】

教育費 (606,439)

2,249,880 

・

補助率　国1/3

【担当課：学校施設課】

(0)

768,990 

補助率　国1/2

【担当課：学校施設課】

［過疎対策事業債充当事業］

石山公園再整備事
業

岡山城西の丸周辺広場整備事業とあわせて石山公園の再
整備を実施

中学校体育館空調
設備整備事業

熱中症予防や避難所生活環境の向上のため中学校体育館
に空調を整備

［防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債充当事業］

下中野平井線の幹線整備

［防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債充当事業］

地域公共交通利便
増進事業

地域に不可欠な交通手段の安定的な確保に向け、バス路線
の再編や利用環境改善策を実施

岡山駅前広場への
路面電車乗り入れ
整備事業

地下街補強工事や軌道整備、電停・上屋、カスケード整備工
事等を実施

交通結節機能強化
事業

福渡駅の駅前広場を整備

公共街路・交付金
道路新設改良事業

社会資本整備のために交付される交付金を活用した道路・
街路改良事業、道路防災・減災対策を実施

西大寺上中川町１号線、西大寺山陽線の道路改良

学校施設長寿命化
事業

安全・安心な教育環境の整備のため、老朽化が進んでいる
学校施設について長寿命化工事や予防改修、トイレ等の改
修を実施

対象施設　　西小、岡南小ほか

［防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債充当事業］

説 明
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金額欄の（　　）は一般財源充当額、単位：千円

区 分 事 業 名 金 額

(0)

64,200 

・

補助率　国1/3

【担当課：学校施設課】

(152,607)

332,200 

[重点支援地方交付金充当事業］

【担当課：保健体育課】

(73,547)

160,100 

[重点支援地方交付金充当事業］

【担当課：保健体育課】

(33,112)

373,933 

補助率　国1/3・1/4

【担当課：施設整備課、東管路整備課、西管路整備課】

(92,500)

173,000 

補助率　国1/2

【担当課：下水道保全課、下水道施設整備課】

(0)

120,000 

補助率　国1/2

【担当課：下水道施設整備課】

(500)

52,700 

補助率　国1/2

【担当課：下水道管路整備課】

浸水対策事業 浦安11号幹線の雨水管築造工事を実施

小学校給食費無償
化事業

国の施策に市支援を追加することで令和８年４月から小学校
給食費を無償化

小学校グラウンド改
修事業

老朽化・劣化しているグラウンドの表層改修工事を実施

対象施設　　城東台小、福田小

下水道事
業会計

下水道施設耐震化
事業

岡東浄化センター、瀬戸浄化センター、金岡ポンプ場の耐
震・耐津波診断を実施

水道事業
会計

災害用マンホールト
イレ整備事業

災害時の公衆衛生向上を図るため４小学校へマンホールトイ
レの整備を実施

中学校給食費負担
軽減事業

中学校給食費の保護者負担額を令和６年度と同額に据え置
くための支援を実施

説 明

水道施設・管路耐
震化等更新事業

旭東浄水場への非常用発電機の設置及び水道管路の更新
工事を実施

- 8 -



令和７年度２月補正予算（案）からの抜粋

　うち重点支援交付金活用分 〈財　源〉 

国県支出金 　45億26百万円

地方債 　36億73百万円

その他 　2億50百万円
　 一般会計から事業会計への繰出金1億26百万円を除く純計額

一般財源 15億72百万円

【物価高騰対策】

【国土強靱化等】

経 済 対 策 予 算

１　補正予算額

物価高騰対策 10億90百万円

国土強靭化等 89億31百万円

総　額 100億21百万円

（一般会計総額 94億27百万円）

（事業会計総額 7億20百万円）

5億50百万円　うち重点支援地方交付金

10億61百万円

２　主な事業

〇小学校給食費無償化事業
　　　国の施策に市支援を追加することで令和８年４月から小学校給食費を無償化 332,200千円 

〇中学校給食費負担軽減事業
　　　中学校給食費の保護者負担額を令和６年度と同額に据置くための支援を実施 160,100千円 

2,249,880千円 

【下水道事業会計】

〇下水道施設の耐震化事業、災害用マンホールトイレ整備事業 他 345,700千円 

〇低所得ひとり親世帯生活支援金
　　　児童扶養手当受給者に一世帯当たり１万７千円の生活支援金を支給 104,000千円 

〇地域防犯対策強化事業
　　　町内会等による防犯カメラ・防犯灯の設置費及び電気代等への支援や、高齢者が
　 いる世帯の特殊詐欺等被害対策電話機購入の支援を実施

281,100千円 

〇地域公共交通応援事業（支線バス利用促進）
　　　令和７年度から運行を開始した支線バスの利用促進と定着を図るため、お試し乗
　 車券の配布や鉄道からの乗継の場合にバス運賃の50％割引を実施

18,800千円 

〇児童福祉施設等事業継続支援事業
　　　児童福祉施設等の事業者に対し、安定的な事業運営を継続するための物品の購
　 入等に係る経費の支援を実施

28,317千円 

【水道事業会計】

〇水道施設・管路耐震化等更新事業 373,933千円 

〇コンビニ交付手数料の減免
　　　令和８年３月から令和９年３月まで、住民票等のコンビニ交付手数料を減免
　 住民票・戸籍（附票）・印鑑証明・所得証明200円、戸籍謄本350円→10円

13,000千円 

〇道路新設改良事業（国直轄、国補道路、交付金道路、公共街路）
　　　国直轄事業負担金、道路改良・減災対策など 1,430,470千円 

〇中学校体育館空調設備整備事業
　　　熱中症予防や避難所生活環境の向上のため中学校体育館に空調の整備を実施 768,990千円 

〇学校施設長寿命化事業
　　　安全・安心な教育環境の整備のため、老朽化が進んでいる学校施設について長
　 寿命化工事や予防改修、トイレ等の改修を実施

※

※
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令和7年度 2月補正予算（案）について

令和８年2月１９日



令和７年度２月補正予算（案）の概要

市民の暮らしの負担を軽減し、地域の安全を守るため総額１００億２１百万円を編成 （一般会計９４億２７百万円）

1. 暮らしの負担を軽減する物価高騰対策（１０億９０百万円）

• 福祉の支援: 低所得のひとり親世帯や、児童福祉施設への支援

• 子育て世帯: 学校給食費の負担軽減

• 地域の防犯: 地域の防犯カメラや防犯灯の設置への支援

• 生活者支援：コンビニでの各種証明交付に係る手数料の軽減/など

2. 地域の安全を守る公共施設の強靱化等（８９億３１百万円）

• 公共施設の強靱化：老朽化が進行する道路や下水道施設、学校施設の長寿命化を推進/など

一般会計補正後予算額

4,315億78百万円

〈財　源〉 

※ 国県支出金 　45億26百万円

　うち重点支援地方交付金 5億50百万円

地方債 　36億73百万円

その他 　2億50百万円

※　一般会計から下水道事業会計等への繰出金1億26百万円を除く純計額 一般財源 15億72百万円

（事業会計総額 7億20百万円）

100億21百万円

物価高騰対策 10億90百万円

国土強靱化等 89億31百万円

（一般会計総額

総　額

94億27百万円）

物価高騰対策 及び 国土強靱化等 の予算額

104.6%

対前年同期比
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児童福祉施設等事業継続支援事業

物価高騰の影響を受ける児童福祉施設等の事業者に対して、安定的な事業運営

を継続するための物品購入等に係る経費の一部を支援するもの
事業概要

① 認可保育所等：１０万円/ 施設、 地域型保育事業：５万円/施設

児童養護施設：11,250円/ 人

② 放課後児童クラブ：５万円/ 支援単位

病児保育事業、一時預かり事業等：２.５万円/ 施設

① 運営継続支援臨時加算 ２１７施設

（私立保育園、認定こども園、地域型保育事業、児童養護施設等）

② 事業継続支援事業補助金 ３１４施設

（放課後児童クラブ、病児保育事業、一時預かり事業等）

対象施設

支援金額（年額）

事業費 ２千８３２万円
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事業概要

児童扶養手当受給者
（令和８年２月分）

お
知
ら
せ

郵

送

対 象 世 帯

支 給 額

振

込

スケジュール

コールセンター開設

低所得ひとり親世帯生活支援金

物価高の影響を受けている低所得のひとり親世帯の生活を支え、こどもたちの
健やかな成長を応援するため、生活支援金を支給するもの

約５，２００世帯

児童扶養手当の支給を受けているひとり親等の世帯

１世帯当たり １．７万円

支 給 時 期 令和８年４月末頃

印
刷
等

準
備

中旬 末頃上旬

Ｒ８.4月Ｒ８.3月

下旬

申請不要

辞退
申し出
期間
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２０２２０８２６
農林水産課道路新設改良事業 （国直轄、国補道路、交付金道路、公共街路）

〈国土強靭化等に資する道路ネットワークの強化〉
○ 激甚化・頻発化する自然災害に対応するため、災害時における救助・救急、医療活動等の迅

速な対応を支える外環状線・中環状線の整備、広域的な人と物の移動を支える高速道路と
の接続を強化するジャンクション整備等の道路改良を推進。

○ 老朽化が進行する道路施設の長寿命化対策を推進。

道路改良 長寿命化対策

【外環状線】 県道岡山赤穂線

完成イメージ

JRアンダーパス施工状況

【美作岡山道路】 県道佐伯長船線

完成イメージ

瀬戸ジャンクション（仮称）施工状況

【中環状線】 （都）下中野平井線

完成イメージ

旭川渡河部橋梁施工状況 対策前

対策後

施工事例：大原橋
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学校給食費の保護者負担軽減について

２．支援の内容

子育て世帯の経済的負担の軽減を図るため、学校給食費の保護者負担への支援を実施する。
１．事業の趣旨

（１）小学校の学校給食費無償化
岡山市の令和８年度小学校給食費月額6,082円に対し、国の示す「いわゆる給食費無償化」の基準額

月額5,200円を上回る部分を市負担として支援することで、小学校の学校給食費を無償化する。

支援額︓882円×11月×34,234人≒332,200千円①

（２）中学校の学校給食費の保護者負担軽減
食材費の高騰が続いていることから、食材費の値上がり分に対して支援を行い、中学校の学校給食費を

物価高騰対策を始めた令和6年度水準に据え置くことで、子育て世帯の経済的負担を軽減する。
（１食あたり、52円を支援）

支援額︓52円×3,080,077食≒160,100千円②

支援額合計︓ ① ＋ ② ＝ 492,300千円

●小学校

国基準額 5,200円／月

当初予算対応 2月補正対応

市負担
882円/月

月額 6,082円

●中学校

当初予算対応 2月補正対応

保護者負担（377円/食）
市負担
(52円/食)

一食あたり429円
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〇防犯カメラ
事業費：９４,０００千円
・新規：300千円/台×220台
・更新：200千円/台×140台

〇防犯カメラ
事業費：１３０,５００千円
・新規：300千円/台×375台
・更新：200千円/台×90台

〇防犯灯
事業費： ３０,０００千円
・新設：30千円/灯×200灯
・取替：20千円/灯×1,200灯

Ｒ８年度
（R7年度2月補正)

Ｒ８年度
（R7年度2月補正）

地域防犯対策強化事業（防犯カメラ、防犯灯）
地域における犯罪の防止を目的に、町内会等が設置する防犯カメラ及び防犯灯の補助制度を大幅に拡充し、設置促

進を図ります。

地域における犯罪の防止を目的に、町内会等が設置する防犯カメラ及び防犯灯の設置補助に加え、維持管理費補助

の新設により、集中的に設置促進を図ります。

「闇バイトによる強盗･詐欺」等の凶悪事件が頻発

・『自助･共助･公助』を組み合わせた社会全体での
防犯対策を強化し、官民が連携する形で、安心・
安全なまちづくりを推進する

（R6.11.22「総合経済対策」閣議決定）

・防犯カメラ等の設置を推奨事業とし、地域の防犯
対策強化の取組及びエネルギー価格高騰の影響を
受ける自治会等を支援（重点支援地方交付金）

・防犯カメラの設置の推進（R7.4.16警察庁通達）

｢自助･共助･公助による地域防犯力を強化｣するため、

国等の補助金を活用し「防犯カメラ・防犯灯」の設置補助

を継続し、維持管理費補助を新設することで、安全・安心

なまちづくりを推進

岡山市内の安全・安心を確保するためには、必要な

場所への防犯カメラ及び防犯灯の設置等が必要不可欠

市の方針

警察の意見

国の動き 設置補助 【継続】

維持管理費補助 【新規】

〇防犯カメラ
事業費：２５,６００千円
（1,553台×16,500円/台）

〇防犯灯
事業費：９２,０００千円
（40,044灯×2,300円/灯）

〇防犯灯
事業費：３０,０００千円
・新設：30千円/灯×180灯
・取替：20千円/灯×1,230灯

Ｒ７年度
（Ｒ６年度２月補正）

新規設置補助台数の拡大

電気代等補助の新設
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補足資料
ページ

事　　業　　名
記者発表資料
掲載ページ

8 児童福祉施設等事業継続支援事業 5

9 低所得ひとり親世帯生活支援金 5

10 国土強靭化等に資する道路ネットワークの強化 6,7

12 学校給食費の保護者負担軽減 8

13 防犯カメラ・防犯灯設置及び維持管理支援 5

令和７年度２月補正予算（案）補足資料
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令和７年度２月補正予算（案）補足資料 

 

 

〔事務事業名〕 児童福祉施設等事業継続支援事業 

 

 

１ 事業の趣旨 

  物価高騰の影響を受ける児童福祉施設等の事業者に対して、安定的な事業運営を

継続するための物品購入等に係る経費の一部を支援するもの。 

 

２ 事業内容 

（１）運営継続支援臨時加算 

【対象施設】 

私立保育園、認定こども園、地域型保育事業、児童養護施設等  ２１７施設 

【支援金額（年額）】 

私立保育園、認定こども園、幼稚園  ：１０万円／施設  

地域型保育事業           ： ５万円／施設 

児童養護施設等           ：１１，２５０円／人 

（２）事業継続支援事業補助金 

【対象施設】 

放課後児童クラブ、病児保育事業、一時預かり事業等      ３１４施設 

【支援金額（年額）】 

放課後児童クラブ          ：５万円／支援単位  

病児保育事業、一時預かり事業等   ：２．５万円／施設 

 

３ 事業費 

（１）歳出額 

          ２８，３１７千円 

（２）財源内訳 

   ・国庫負担金（補助率 １／２、１／３）   １２，１４５千円 
・県支出金 （補助率 １／３、１／４）    ７，４３６千円 

   ・一般財源  ８，７３６千円    合計 ２８，３１７千円 

 

担当課名 
岡山っ子育成局 
保育・幼児教育部 
保育・幼児教育課 

岡山っ子育成局 
子育て支援部 
地域子育て支援課 

岡山っ子育成局 
子育て支援部 
こども福祉課 

担当者名 課長 島田 雅紀 課長 梅垣 浩久 課長 藤原 奈津子 

電  話 内線 ４７２０  
直通  803-1228 

内線 ４７５８ 
直通  803－1589 

内線 ４７８０  
直通  803-1221 
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令和７年度２月補正予算（案）補足資料 

 

 

〔事務事業名〕 低所得ひとり親世帯生活支援金 

 

 

１ 事業の趣旨 

物価高の影響を受けている低所得ひとり親世帯の生活を支え、こどもたちの健やか

な成長を応援するため、生活支援金を支給するもの 

 

２ 事業内容 

（１）対象世帯    

約５，２００世帯 

      令和８年２月分の児童扶養手当の支給を受けているひとり親等の世帯 

 

（２）支給額 

   １世帯当たり １．７万円 

 

（３）スケジュール（予定） 

    令和８年４月上旬 コールセンター開設 

    令和８年４月中旬 対象者へ案内送付 

令和８年４月末頃 対象者へ支給予定  

 

 

３ 事業費 

（１）歳出額                 １０４，０００千円 

   ・事業費                 ８８，４００千円 

   ・事務費                 １５，６００千円 

（２）財源内訳 

   ・国庫支出金（重点支援地方交付金）    ５６，２２４千円 

・一般財源                ４７，７７６千円 

 

 

担当課名 
岡山っ子育成局子育て支援部

こども福祉課 
担当者名 課長 藤原 奈津子 

電  話 
内線 ４７８０ 
直通 ８０３－１２２２ 
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令和７年度２月補正予算（案）補足資料 

 

 

〔事務事業名〕 道路新設改良事業 

 

 

１ 事業の趣旨 

  激甚化・頻発化する自然災害に対応するため、災害時における救助・救急、医療

活動等の迅速な対応を支える外環状線・中環状線の整備、広域的な人と物の移動を

支える高速道路との接続を強化するジャンクション整備等の道路改良を推進すると

ともに、老朽化が進行する道路施設の長寿命化対策を推進し、国土強靭化等に資す

る道路ネットワークを強化する。 

 

２ 事業内容 

 〇国補道路新設改良事業 

  ・【外環状線】県道岡山赤穂線 

  ・【美作岡山道路】県道佐伯長船線 

  ・【長寿命化対策】市道錦町古京町線   ほか 

 〇交付金道路新設改良事業 

  ・市道西大寺上中川町１号線 

  ・県道西大寺山陽線 

 〇公共街路事業 

  ・【中環状線】都市計画道路 下中野平井線 

 〇国直轄事業負担金 

  ・【外環状線】一般国道180号 岡山環状南道路 

  ・【外環状線】一般国道180号 岡山西バイパス（西長瀬～楢津） ほか 

   

３ 事業費 

（１）歳出額 

 〇国補道路新設改良事業        ５４４，９７８千円 

〇交付金道路新設改良事業         １９０，０００千円 

〇公共街路事業                   ２５３，１６０千円 

〇国直轄事業負担金          ４４２，３３２千円 

合計       １，４３０，４７０千円 

（２）財源内訳 

   ・国補助金（補助率 国５．５／１０又は５．０／１０） ５２２,８１７千円 

   ・地方債   ９０７,４００千円 

   ・一般財源     ２５３千円     
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担当課名 
都市整備局道路部道路計画課 
      道路港湾管理課 

担当者名 
道路計画課長     菊地 良典 
道路港湾管理課長 大山 浩史 

電  話 

道路計画課 
内線 ３６４０ 
直通 ８０３－１６９６ 
 
道路港湾管理課 
内線 ３６６０ 
直通 ８０３－１４１６ 
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令和７年度２月補正予算（案）補足資料 

 

〔事業名〕 学校給食費負担軽減事業 

 

１ 事業の趣旨 

   生活費に関わる物価の高止まりや子育て世帯の生活負担感の増加などの状況を踏

まえ、学校給食費の保護者負担を軽減するための支援を実施する。 

 

２ 事業内容 

 （１）小学校給食費の無償化 

小学校の学校給食費の無償化を実施するため、国の支援基準額を上回る部分に対

して市負担による支援を行う。 

 

（令和８年度小学校給食費―国基準額）×１１か月×児童数＝支援額 

（6,082円／月 ― 5,200円／月） × 11 × 34,234人 ≒ 332,200千円 

 

 （２）中学校給食費の保護者負担軽減 

食材費の高騰が続く状況で、給食費の値上がり分に対して支援を行い、中学校の 

学校給食費を物価高騰対策を始めた令和６年度水準に据え置くことで、子育て世帯

の経済的負担軽減を図る。 

 

（令和８年度中学校給食費―保護者負担額）×食数＝支援額 

（429円／食 ― 377円／食） × 3,080,077食 ≒ 160,100千円 

 

３ 事業費 

 （１）歳出額                  ４９２，３００千円 

 （２）財源内訳 

    ・国庫補助金（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金） 

 ２６６，１４６千円 

・一般財源                ２２６，１５４千円 

 

                

担当課名 教育委員会事務局学校教育部保健体育課 

担当者名 課長 松岡 恭一郎 

電  話 
内線 ３８５０ 

直通 ８０３－１５９５ 
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令和７年度２月補正予算（案）補足資料 

 

 

〔事務事業名〕 地域防犯対策強化事業（防犯カメラ、防犯灯） 

 

１ 事業の趣旨 

  犯罪のない安全で安心なまちづくりの実現を目指して、地域における自主的な防

犯活動に対する取組を支援するため、町内会等が設置する防犯カメラ及び防犯灯の

設置補助に加え、新たに維持管理費に係る補助を新設し、集中的に設置促進を図る

もの。 

 

２ 事業内容 

（１）防犯カメラ設置支援事業 

  ①対象者     町内会等・自治会、その他地域的な共同活動を行う団体 

  ②補助対象    地域における犯罪の防止の目的で、不特定多数の人が利用する

道路等の公共空間を撮影するもののうち、新たに設置または取り

替える防犯カメラの機器、専用ポール、表示板、設置工事費、撤

去費に係る経費 

  ③拡充内容  〇防犯カメラの新規設置補助の台数 

          ・Ｒ７：220台 → Ｒ８：375台    

 

（２）防犯灯設置支援事業 

  ①対象者     町内会 

  ②補助対象    消費電力２０Ｗ未満のＬＥＤなどの省エネタイプの防犯灯で、

他の照明との光源から概ね３０ｍ以上の間隔がある、市が管理し

ている道路を照明するために新たに設置または取り替える場合に

係る経費 

 

（３）防犯カメラ維持管理費補助事業 

  ①対象者     上記（１）①と同じ 

②補助対象    上記（１）の事業により設置した防犯カメラ及びレコーダーの

電気代、電柱共架料等維持管理に係る経費 

③拡充内容  〇防犯カメラの維持管理費補助の実施 

 

（４）防犯灯維持管理費補助事業 

  ①対象者     上記（２）①と同じ 

  ②補助対象    上記（２）の事業により設置した防犯灯の電気代等に係る経費 

③拡充内容  〇防犯灯の維持管理費補助の実施 
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３ 事業費 

（１）防犯カメラ設置支援事業 

  ①歳出額      

・防犯カメラ設置支援事業費補助金      １３０，５００千円 

  ②財源内訳 

    ・防犯カメラ設置支援事業 

県補助金  ５６，２５０千円（補助率 新規：１／２） 

国交付金  ４０，１４１千円 

一般財源  ３４，１０９千円    合計１３０，５００千円 

 

（２）防犯灯設置支援事業 

  ①歳出額 

    ・防犯灯設置費補助金             ３０，０００千円 

  ②財源内訳 

    ・防犯灯設置費 

      国交付金  １６，２１８千円 

      一般財源  １３，７８２千円    合計 ３０，０００千円 

 

（３）防犯カメラ維持管理費補助事業 

  ①歳出額 

・防犯カメラ維持管理費補助金         ２５，６００千円 

  ②財源内訳 

    ・防犯カメラ維持管理費 

      国交付金  １３，８４０千円 

      一般財源  １１，７６０千円    合計 ２５，６００千円 

 

（４）防犯灯維持管理費補助事業 

  ①歳出額 

・防犯灯維持管理費補助金           ９２，０００千円 

  ②財源内訳 

    ・防犯灯維持管理費 

      国交付金  ４９，７３７千円 

      一般財源  ４２，２６３千円    合計 ９２，０００千円 

 

 

担当課名 市民協働局市民生活部生活安全課 
担当者名 課長 矢野憂二 

電  話 
内線 ３２３０ 
直通 ８０３－１１０６ 
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